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2019年度介護報酬改定に関する審議報告 

 

社会保障審議会介護給付費分科会 

2018年 12月 26日 

 

  

介護職員の処遇改善については、2017 年度の臨時改定も含めこれまで数度にわ

たる取組を行ってきたが、今般「新しい経済政策パッケージ」（2017 年 12 月８日閣

議決定）において、「介護人材確保のための取組をより一層進めるため、経験・技能

のある職員に重点化を図りながら、介護職員の更なる処遇改善を進める。具体的に

は、他の介護職員などの処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔

軟な運用を認めることを前提に、介護サービス事業所における勤続年数 10 年以上

の介護福祉士について月額平均８万円相当の処遇改善を行うことを算定根拠に、公

費 1000 億円程度を投じ、処遇改善を行う。」とされ、2019 年 10 月の消費税率引

上げに伴う報酬改定において対応することとされた。 

また、介護保険サービス等に関する消費税の取扱いについては、2019年 10月に

予定されている消費税率 10％への引上げに伴い、介護サービス施設・事業所に実

質的な負担が生じないよう、対応について検討する必要がある。 

当分科会においては介護職員の処遇改善及び介護保険サービス等に関する消費

税の取扱いについて議論を行ってきたが、これまでの議論に基づき、2019 年度介護

報酬改定に関する基本的な考え方を以下のとおり取りまとめたので報告する。 

 

 

１．介護職員の処遇改善 

(１） 基本的な考え方 

○ 介護職員の処遇を含む労働条件については、本来、労使間において自律的

に決定すべきものであるが、現下の厳しい介護人材不足、依然として小さくない

他産業との賃金差等の中、介護離職ゼロ等に向けて介護職員の確保、定着に

つなげていくためには、公費・保険料による政策的対応も必要である。その際、

今後も確実な処遇改善を担保するためには、現行の処遇改善加算と同様、介

護報酬における加算として必要な対応を講ずることが適当であると考えられる。 

○ このため、2019 年度介護報酬改定では、現行の介護職員処遇改善加算に

加えて、介護職員の更なる処遇改善を行うこととし、具体的には、リーダー級の

介護職員について他産業と遜色ない賃金水準を目指し、経験・技能のある介

護職員に重点化しつつ、介護職員の更なる処遇改善を行うことが適当である。 

○ その際、新しい経済政策パッケージにおいて、「他の介護職員などの処遇改

善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認めることを
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前提」とされていることを踏まえ、介護職員の更なる処遇改善という趣旨を損な

わない程度において、介護職員以外の職種にも一定程度処遇改善を行う柔

軟な運用を認めることが適当である。 

○ また、今般の処遇改善について、介護人材の確保等の目的が達成されたか

効果検証を行うとともに、介護職員の確保に当たっては、処遇改善だけではな

く離職防止に向けた総合的な取組を行うことが適当である。 

○ なお、介護職員の処遇改善については、例外的かつ経過的な取扱いとして

設けられたことを踏まえるべき、その必要性は認めつつも、保険者や利用者の

負担に配慮すべきとの意見があった一方で、従来の交付金から財源の安定性

の観点から加算で行うことになった経緯を踏まえるべき、更なる処遇改善を引

き続き検討していくべきとの意見があった。 

○ 本分科会で出された意見も踏まえつつ、処遇改善の在り方については、今般

の処遇改善の施行状況等を踏まえ引き続き検討することが適当である。 

 

 

(２） 加算の対象（取得要件） 

○ 加算対象のサービス種類としては、今般の更なる処遇改善がこれまでの数度

にわたり取り組んできた介護職員の処遇改善をより一層進めるものであることか

ら、これまでの介護職員処遇改善加算と同様のサービス種類とすることが適当

である。 

○ 長く働き続けられる環境を目指す観点から、一定のキャリアパスや研修体制

の構築、職場環境等の改善が行われることを担保し、これらの取組を一層推

進するため、 

・ 現行の介護職員処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までを取得している事業所を

対象とすることとし、加えて、 

・ 介護職員処遇改善加算の職場環境等要件に関し、複数の取組を行ってい

ること 

・ 介護職員処遇改善加算に基づく取組について、ホームページへの掲載等を

通じた見える化を行っていること 

を求め、加算の取得要件とすることが適当である。その際、職場環境等要件に

関し、実効性のあるものとなるよう検討することが適当である。 

○ なお、これまで処遇改善の対象となっていないサービス種類についても、これ

らのサービス種類における担い手不足や医療ニーズ対応の必要性、賃金の実

態等を踏まえ、加算の対象とすべきとの意見や、現行の介護職員処遇改善加

算（Ⅰ）から（Ⅲ）の取得に向けた支援を強化すべきとの意見もあった。 
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(３） 加算率の設定 

① サービス種類ごとの加算率 

・  介護職員確保に向けた処遇改善を一層進めるとともに、人材定着にもつな

がるよう、経験・技能のある介護職員が多いサービス種類を高く評価すること

とし、サービス種類ごとの加算率は、それぞれのサービス種類ごとの勤続 10

年以上の介護福祉士の数に応じて設定することが適当である。 

 

② サービス種類内の加算率 

・  現時点で把握可能なデータや、事業所や自治体の事務負担、新しいサー

ビス種類・事業所があることに、一定の留意をした上で、同じサービス種類の

中でも、経験・技能のある介護職員の数が多い事業所や職場環境が良い事

業所について更なる評価を行うことが望ましい。 

・  このため、介護福祉士の配置が手厚いと考えられる事業所を評価するサ

ービス提供体制強化加算等の取得状況を加味して、加算率を二段階に設

定することが適当である。なお、経験・技能のある介護職員が多い事業所や

職場環境が良い事業所をより精緻に把握する観点から、その方法について、

今後検討することが必要である。 

 

 

(４） 事業所内における配分方法 

○ (１）の基本的な考え方を踏まえ、経験・技能のある介護職員、その他の介護

職員、その他の職種の順に配分されるよう、事業所内の配分方法は以下のと

おりとすることが適当である。なお、配分に当たっては、経験・技能のある介護

職員、その他の介護職員、その他の職種について、こうした区分ごとの平均の

処遇改善額を比較することとし、それぞれの区分内での一人ひとりの処遇改善

額は柔軟に設定できることとする。 

① 経験・技能のある介護職員、その他の介護職員、その他の職種の設定の考

え方 

・  経験・技能のある介護職員は、勤続 10 年以上の介護福祉士を基本とし、

介護福祉士の資格を有することを要件としつつ、勤続 10 年の考え方につい

ては、事業所の裁量で設定できることとする。 

・  その他の介護職員は、経験・技能のある介護職員以外の介護職員とする。 

・  その他の職種は、介護職員以外の全ての職種の職員とする。 

② 具体的な配分の方法 

・  経験・技能のある介護職員において、月額８万円の処遇改善となる者又は

処遇改善後の賃金が役職者を除く全産業平均賃金（年収 440万円）以上と

なる者を設定・確保すること。これにより、リーダー級の介護職員について他

産業と遜色ない賃金水準を実現する。 
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※ 小規模な事業所で開設したばかりである等、設定することが困難な場合

は合理的な説明を求める。 

・  経験・技能のある介護職員は、平均の処遇改善額がその他の介護職員の

２倍以上とすること。 

・  その他の職種は、平均の処遇改善額がその他の介護職員の２分の１を上

回らないこと（※）。また、更なる処遇改善において、リーダー級の介護職員に

ついて他産業と遜色のない賃金水準を目指す中で、改善後の賃金額が役

職者を除く全産業平均賃金（年収 440 万円）を超えない場合に改善を可能

とすること。 

※ 平均賃金額について、その他の職種がその他の介護職員と比べて低い

場合は、柔軟な取扱いを可能とする。 

 

○ なお、その他の職種への配分について、より事業所の裁量を認めるべきであ

るとの意見や、一部の職員に過度に配分することによる職場環境への影響に

留意すべきとの意見、小規模事業所について、法人単位での対応を可能とす

る等の配慮を求める意見もあった。 

 

 

２．介護保険サービス等に関する消費税の取扱い 

(１） 基本単位数の取扱い 

○ 基本単位数の上乗せ率については、人件費、その他の非課税品目を除いた

課税経費の割合を算出し、これに税率引上げ分を乗じて基本単位数への上乗

せ率を算出することが適当である。 

 

 

(２） 加算の取扱い 

○ 課税経費の割合が大きいと考えられる加算については、基本単位数への上

乗せと同様に課税費用に係る上乗せを行うことが適当である。 

○ 一方、上乗せすべき単位数が１単位に満たない等個別に上乗せ分を算出し

て対応することが困難な加算については、基本単位数への上乗せに際し、こ

れらの加算に係る消費税負担分も含めた上乗せ対応を行うことが適当である。 

○ その際、単位数ではなく基本単位数の割合で設定されている加算や、交通

費相当額で設定される福祉用具貸与に係る加算については、上乗せ対応を

行わないことが適当である。 
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(３） 区分支給限度基準額 

○ 消費税引上げに伴う基本単位数等への上乗せ対応を行うことにより、従前と

同量のサービスを利用しているにもかかわらず、区分支給限度基準額を超え

る利用者が新たに生じる可能性があること等から、消費税率引上げの影響分

について、区分支給限度基準額を引き上げることが適当である。 

 

 

(４） 基準費用額、負担限度額 

○ 2017 年度介護事業経営実態調査による平均的な費用額と基準費用額を

設定した際の平均的な費用額に一定の変動幅がみられるとともに、一部費用

については、消費税率引上げにより負担が増加することが見込まれる。このた

め、利用者負担への影響を加味しつつ、８％から 10％への消費税率引上げに

よる影響分を現行の基準費用額に上乗せを行うことが適当である。 

○ また、基準費用額については、今後介護事業経営実態調査で実態を把握し

た上で、どのような対応を図るべきか引き続き検討することが適当である。 

○ 他方、食費・居住費に係る負担限度額については、入所者の所得状況等を

勘案して決めており、これは消費税率の引上げにより直接的に変動するもので

はないことから、見直しは行わないことが適当である。 

○ なお、基準費用額について実態把握の方法に関する意見や、消費税の影響

分のみならず実態を踏まえた対応を行うべきとの意見もあった。 

 

 

(５） 特定福祉用具販売、住宅改修サービス費及び福祉用具貸与 

○ 特定福祉用具販売及び住宅改修サービス費については、市場価格による保

険給付が行われており、特段の対応は行わない一方で、本年 10 月から設定

された福祉用具貸与の上限額について、税率引上げ分を引上げることが適当

である。 
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2019年度介護報酬改定について（案）

別紙
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介護人材確保のための取組をより一層進めるため、経験・技能のある職員に重点化を図りながら、介護職員の更なる処遇改善を進める。
具体的には、他の介護職員などの処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認めることを前提に、介護サービス事業所にお

ける勤続年数10年以上の介護福祉士について月額平均８万円相当の処遇改善を行うことを算定根拠に、公費1000億円程度を投じ、処遇改善を行う。

○ 新しい経済政策パッケージ（抜粋）

新しい経済政策パッケージに基づく介護職員の更なる処遇改善

事
業
所
内
で
の
配
分

そ
の
他
の
職
種

訪
問
介
護

訪
問
入
浴
介
護

通
所
リ
ハ

A％ B％ C％

加
算
率
の
設
定

（公費1000億程度）

2000億円

・・・

経
験
・技
能
の
あ
る

介
護
職
員

他
の
介
護
職
員

① ② ③

経
験
・技
能
の
あ
る

介
護
職
員

経
験
・技
能
の
あ
る

介
護
職
員

②
他の介護職員

① ①

全て選択可能

平
均
処
遇
改
善
額

平
均
処
遇
改
善
額

平
均
処
遇
改
善
額

経
験
・技
能
の
あ
る

介
護
職
員

①

・10年以上の介護福祉士
の数に応じて設定

・加算率は二段階に設定

事業所の裁量も認めつつ
一定のルールを設定

▶ 平均の処遇改善額 が、

・ ①経験・技能のある介護職員は、②その他の介護職員の２倍以上とすること
・ ③その他の職種（役職者を除く全産業平均水準（年収440万円）以上の者は対象外）は、②その他の
介護職員の２分の１を上回らないこと

※ ①は、勤続10年以上の介護福祉士を基本とし、介護福祉士の資格を有することを要件としつつ、
勤続10年の考え方は、事業所の裁量で設定

※ ①、②、③内での一人ひとりの処遇改善額は、柔軟に設定可能
※ 平均賃金額について、③が②と比べて低い場合は、柔軟な取扱いが可能

▶ ①経験・技能のある介護職員において「月額8万円」の改善又は「役職者を除く全産業平均
水準（年収440万円）」を設定・確保

→ リーダー級の介護職員について他産業と遜色ない賃金水準を実現

②
他の介護職員

③
その他の職種

国費210億円程度
※ 改定率換算＋1.67％
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① or ②

処遇改善加算全体のイメージ

①＋②①＋②＋③

加算（Ⅰ）

月額3.7万円相当 加算（Ⅱ）

月額2.7万円相当 加算（Ⅲ）

月額1.5万円相当

加算（Ⅳ）

加算(Ⅲ)×0.9

加算（Ⅴ）

加算（Ⅲ）×0.8

or
① or ②

＋＋＋

職場環境等要件

算
定
要
件

現
行
の
処
遇
改
善

加
算
の
区
分

キャリアパス要件

いずれも
満たさない

取得率 67.9% 12.5% 8.7% 0.8% 0.8%

＜新加算（特定処遇改善加算）の取得要件＞
・ 現行の介護職員処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までを取得していること
・ 介護職員処遇改善加算の職場環境等要件に関し、複数の取組を行っていること
・ 介護職員処遇改善加算に基づく取組について、ホームページへの掲載等を通じた見える化を行っていること
＜サービス種類内の加算率＞
・ サービス提供体制強化加算（最も高い区分）、特定事業所加算（従事者要件のある区分）、日常生活継続支援加算、入居継続支援加算
の取得状況を加味して、加算率を二段階に設定
・ 加算率の設定に当たっては、１段階とした場合の加算率を試算した上で、原則、新加算（Ⅱ）の加算率がその×0.9となるよう設定
（ただし、新加算（Ⅰ）と新加算（Ⅱ）で加算率の差が大きくなる場合（1.5倍を超える場合）には、×0.95となるよう設定）

※ 現行の処遇改善加算と別の加算として設定
（現行の加算の取扱いに変更はない）
※ 現行の加算（Ⅳ、Ⅴ）については、今後廃止予定

新加算
（Ⅰ） 新加算

（Ⅱ）
新加算
（Ⅰ） 新加算

（Ⅱ）
新加算
（Ⅰ） 新加算

（Ⅱ）
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サービス区分
特定処遇改善加算 現行の処遇改善加算

新加算Ⅰ 新加算Ⅱ 加算Ⅰ 加算Ⅱ 加算Ⅲ 加算Ⅳ 加算Ⅴ

・訪問介護
・夜間対応型訪問介護
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護

６．３％ ４．２％ １３．７％ １０．０％ ５．５％

加算（Ⅲ）に
より算出した

単位
×０．９

加算（Ⅲ）によ
り算出した単

位
×０．８

・（介護予防）訪問入浴介護 ２．１％ １．５％ ５．８％ ４．２％ ２．３％

・通所介護
・地域密着型通所介護

１．２％ １．０％ ５．９％ ４．３％ ２．３％

・（介護予防）通所リハビリテーション ２．０％ １．７％ ４．７％ ３．４％ １．９％

・（介護予防）特定施設入居者生活介護
・地域密着型特定施設入居者生活介護

１．８％ １．２％ ８．２％ ６．０％ ３．３％

・（介護予防）認知症対応型通所介護 ３．１％ ２．４％ １０．４％ ７．６％ ４．２％

・（介護予防）小規模多機能型居宅介護
・看護小規模多機能型居宅介護

１．５％ １．２％ １０．２％ ７．４％ ４．１％

・（介護予防）認知症対応型共同生活介護 ３．１％ ２．３％ １１．１％ ８．１％ ４．５％

・介護老人福祉施設
・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
・（介護予防）短期入所生活介護

２．７％ ２．３％ ８．３％ ６．０％ ３．３％

・介護老人保健施設
・（介護予防）短期入所療養介護（老健）

２．１％ １．７％ ３．９％ ２．９％ １．６％

・介護療養型医療施設
・（介護予防）短期入所療養介護（病院等）

１．５％ １．１％ ２．６％ １．９％ １．０％

・介護医療院
・（介護予防）短期入所療養介護（医療院）

１．５％ １．１％ ２．６％ １．９％ １．０％

サービス区分 加算率

（介護予防）訪問看護 、（介護予防）訪問リハビリテーション、（介護予防）福祉用具貸与、
特定（介護予防）福祉用具販売、（介護予防）居宅療養管理指導、居宅介護支援、介護予防支援

０％

２．加算算定非対象サービス

１．加算算定対象サービス

介護職員等の処遇改善加算に係る加算率について
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課税費用
（介護用品等）

非課税費用
（人件費等）

支出

消費税率引上げにあわせた介護報酬等に係る消費税の取扱い

①介護報酬
○ 介護報酬については、給付の９割をしめる基本報酬への上乗せを行
う。上乗せ率は、各サービスの課税費用の割合を算出して定める。
（加算報酬についても、課税費用の割合が高いものについては、上乗
せを行う。）

○ 在宅サービスの利用量の上限である区分支給限度額について、介護
報酬の上乗せに伴い引き上げを行う。

②食費、居住費（基準費用額の対応）

○ 食費、居住費への補足給付の算出の基礎となる費用について、消
費税率引き上げによる影響分について上乗せを行う。

食費・居住費

８
％
２
％

新たに発生する
消費税負担

改定率 ＋0.39%
※ 基準費用額の対応で、別途国費７億円程度
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介護保険サービスにおける費用構造推計の結果
①非課税費用
（収支差額を含む）

②課税費用 ③減価償却費 ②、③の合計

１ 介護老人福祉施設※ 84.1 14.1 1.8 15.9

２ 介護老人保健施設※ 77.0 18.4 4.6 23.0

３ 介護療養型医療施設※ 70.8 25.8 3.3 29.2

４ 訪問介護（介護予防を含む） 83.5 15.4 1.2 16.5

５ 訪問入浴介護（介護予防を含む） 75.6 23.0 1.4 24.4

６ 訪問看護（介護予防を含む） 83.9 14.8 1.3 16.1

７ 訪問リハビリテーション（介護予防を含む） 71.0 25.8 3.2 29.0

８ 通所介護（介護予防を含む）※ 75.9 19.9 4.2 24.1

９ 通所リハビリテーション（介護予防を含む）※ 75.8 20.5 3.7 24.2

10 短期入所生活介護（介護予防を含む）※ 85.1 13.4 1.5 14.9

11 特定施設入居者生活介護（介護予防を含む）※ 76.8 22.4 0.8 23.2

12 福祉用具貸与（介護予防を含む） 44.7 51.8 3.5 55.3

13 居宅介護支援 84.1 14.7 1.2 15.9

14 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 88.0 10.9 1.0 12.0

15 夜間対応型訪問介護 81.5 17.0 1.5 18.5

16 地域密着型通所介護 72.0 23.7 4.2 28.0

17 認知症対応型通所介護（介護予防を含む）※ 78.4 17.8 3.9 21.6

18 小規模多機能型居宅介護（介護予防を含む）※ 79.3 16.4 4.3 20.7

19 認知症対応型共同生活介護（介護予防を含む）※ 86.1 13.1 0.8 13.9

20 地域密着型特定施設入居者生活介護※ 82.9 15.7 1.4 17.1

21 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護※ 85.5 11.6 2.9 14.5

22 看護小規模多機能型居宅介護※ 76.3 18.7 5.0 23.7

全 体 79.0 18.4 2.7 21.0

（注１）平成29年度介護事業経営実態調査（以下「調査」という。）の結果数値等を用いて推計。

（注２）※を付したサービスについては、保険給付対象外の費用（建物及び建物付属設備減価償却費、給食材料費等）を除いて算出しているため、調査結果の数値と異なる。

（注３）全体については、総費用額に対するサービス毎の費用額の構成比に基づいて算出した加重平均値である。

社保審－介護給付費分科会
第166回（H30.12.12） 資料２より
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○ 在宅サービスについて、利用者の状況に応じた適正なサービスを提供する観点から、
必要な居宅介護サービスのモデルを用いて、要介護度毎に区分支給限度基準額を設定。

→ 支給限度額を超えるサービスを受けた場合、超える分の費用は全額自己負担

支給限度額

介護保険給付の対象（１割自己負担）
対象外

（全額自己負担）

○ 要介護度別の支給限度額

区分支給限度基準額について

支給限度額（円）【見直し後】 支給限度額（円）【現行】

要支援１ 50,320 50,030

要支援２ 105,310 104,730

要介護１ 167,650 166,920

要介護２ 197,050 196,160

要介護３ 270,480 269,310

要介護４ 309,380 308,060

要介護５ 362,170 360,650

（注）額は介護報酬の１単位を１０円として計算。
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　合計 43,644 　 合計 41,183 　 合計 40,361 　 合計 40,270 　合計 42,229

42,317 41,952 　調理員等 26,089 　 調理員等 23,807 　 調理員等 24,193 　 調理員等 23,952 　調理員等 25,339

　材料費等 17,555 　 材料費等 17,376 　 材料費等 16,167 　 材料費等 16,319 　材料費等 16,891

25,992 25,536 　合計 43,217

　減価償却費 32,748

　光熱水費 10,469 　光熱水費 11,215 　光熱水費 10,101 　光熱水費 9,863 　光熱水費 9,490

(H28家計調査) (H25家計調査) (H19家計調査) (H17家計調査) (H15家計調査)

～26年度 9,728 H16家計調査 9,484

35,598 34,960 　合計 54,427 　 合計 54,097 　 合計 53,913 　 合計 61,787 　合計 53,931

特養 　減価償却費 36,524 　 減価償却費 31,022 　 減価償却費 34,955 　 減価償却費 43,871 　減価償却費 37,688

　光熱水費 17,903 　 光熱水費 23,075 　 光熱水費 18,958 　 光熱水費 17,916 　光熱水費 16,243

　合計 43,959 　 合計 47,660 　 合計 57,172 　 合計 57,343 　合計 60,509

老健 50,707 49,856 　減価償却費 27,452 　 減価償却費 26,206 　 減価償却費 40,742 　 減価償却費 43,247 　減価償却費 44,428

　光熱水費 16,507 　 光熱水費 21,454 　 光熱水費 16,430 　 光熱水費 14,096 　光熱水費 16,081

　合計 38,620 　 合計 35,127 　 合計 60,449 　 合計 64,938 　合計 63,936

療養 50,707 49,856 　減価償却費 27,711 　 減価償却費 23,767 　 減価償却費 47,655 　 減価償却費 52,251 　減価償却費 50,827

　光熱水費 10,909 　 光熱水費 11,360 　 光熱水費 12,793 　 光熱水費 12,688 　光熱水費 13,109

50,707 49,856

　合計 63,848 　 合計 64,642 　 合計 67,036 　 合計 62,477 　合計 67,794

60,982 59,888 　減価償却費 45,693 　 減価償却費 39,988 　 減価償却費 49,546 　 減価償却費 43,839 　減価償却費 49,071

　光熱水費 18,155 　 光熱水費 24,654 　 光熱水費 17,490 　 光熱水費 18,638 　光熱水費 18,723

食費

居住費

多床室

特養  　国庫補助金等相当額を
　 勘案

老健
療養

11,461

従来型個室

 　国庫補助金等相当額を

　 勘案

ユニット型個室的多床室

 　国庫補助金等相当額を
　 勘案

11,248

 　国庫補助金等相当額を

　 勘案

ユニット型個室

平成16年
介護事業経営概況調査

（平成28年度収支） （平成26年3月収支） （平成20年3月収支） （平成17年3月収支） （平成16年9月収支）

平成17年度
介護事業経営実態調査

【見直し後】
基準費用額
（月額）

平成29年度
介護事業経営実態調査

(①)

平成26年度
介護事業経営実態調査

平成20年度
介護事業経営実態調査

【現行】
基準費用額
（月額）

施設系サービスにおける食費・居住費の平均的な費用額の推移

注１ 基準費用額の月額は、一月を30.4日とし、これに日額を掛け合わせて算出している。
注２ 調理委託している場合の費用は、調理員等に含めている。
注３ 減価償却費、光熱水費には食事サービス部門が含まれている。
注４ 家計調査の数値は、高齢者世帯１月あたり光熱水費支出額を世帯人員で除した値である。
注５ 27年度に多床室の基準費用額は見直しを行った。
注６ 27年８月から特養の多床室の入所者から居住費（室料相当分）の負担を求めることとした。
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○ 食費・居住費について、利用者負担第１～第３段階の方を対象に、所得に応じた負担限度額を設定。
○ 標準的な費用の額（基準費用額）と負担限度額との差額を介護保険から特定入所者介護サービス費
（補足給付）として給付。

基準費用額（日額（月額））

上段：見直し後 下段：現行

負担限度額 （日額（月額））

第１段階 第２段階 第３段階

食費
1,392円 （4.2万円）

1,380円 （4.2万円）
300円 （0.9万円） 390円 （1.2万円） 650円 （2.0万円）

居
住
費

多床室

特養等
855円 （2.6万円）

840円 （2.6万円）
0円 （ 0万円） 370円 （1.1万円） 370円 （1.1万円）

老健・療養、医療院等
377円 （1.1万円）

370円 （1.1万円）
0円 （ 0万円） 370円 （1.1万円） 370円 （1.1万円）

従来型
個室

特養等
1,171円 （3.6万円）

1,150円 （3.5万円）
320円 （1.0万円） 420円 （1.3万円） 820円 （2.5万円）

老健・療養、医療院等
1,668円 （5.1万円）

1,640円 （5.0万円）
490円 （1.5万円） 490円 （1.5万円） 1,310円 （4.0万円）

ユニット型個室的多床室
1,668円 （5.1万円）

1,640円 （5.0万円）
490円 （1.5万円） 490円 （1.5万円） 1,310円 （4.0万円）

ユニット型個室
2,006円 （6.1万円）

1,970円 （6.0万円）
820円 （2.5万円） 820円 （2.5万円） 1,310円 （4.0万円）

※月額については、一月を30.4日として計算

低所得者の食費・居住費の負担軽減（補足給付）の仕組み①
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負担限度額
（利用者負担）

補足給付 基
準
費
用
額

基準額
⇒食費・居住費の提供に必要な額
補足給付
⇒基準費用額から負担限度額を除いた額

低所得者の食費・居住費の負担軽減（補足給付）の仕組み②

利用者負担段階 主な対象者

第1段階
・生活保護受給者
・世帯（世帯を分離している配偶者を含む。以下同じ。）全員が市町村民

税非課税である老齢福祉年金受給者 かつ、預貯金等が
単身で1,000万円
（夫婦で2,000万
円）以下第2段階

・世帯全員が市町村民税非課税であって、
年金収入金額（※）＋合計所得金額が80万円以下

第3段階 ・世帯全員が市町村民税非課税であって、第２段階該当者以外

第4段階
・世帯に課税者がいる者
・市町村民税本人課税者

※ 平成28年８月以降は、非課税年金も含む。

負
担
軽
減
の
対
象

と
な
る
低
所
得
者

対象者

制度のイメージ



市町村民税 本人が課税
市町村民税 本人が非課税、

世帯に課税者がいる

介護保険の１号保険料について、給付費の５割の公費とは別枠で公費を投入し低所得の高齢者の保険料の軽減を強化

（65歳以上全体の約３割）

（保険料
基準額×）

0.5

0.75

1.0
1.2

1.5
（65歳以上全体の約７割）

第6
段階

第9段階第5段階

0.3

0.7

収入

第1段階

生活保護被保護者、 世帯全員が市町
村民税非課税の老齢福祉年金受給者、
世帯全員が市町村民税非課税かつ本人
年金収入等80万円以下

第3段階

世帯全員が市町
村民税非課税か
つ本人年金収入
１２０万円超

第5段階

本人が市町村民税非
課税（世帯に課税者
がいる）かつ本人年
金収入等80万円超

第6段階

市町村民税
課税かつ合
計所得金額
120万円未満

第9段階

市町村民税
課税かつ合
計所得金額
300万円以上

第1段階

第2
段
階

第3
段
階

市町村民税
世帯全員が非課税

第4段階

第2段階

世帯全員が市町村
民税非課税かつ本
人年金収入等80万
円超120万円以下

第4段階

本人が市町村民税非
課税（世帯に課税者
がいる）かつ本人年金
収入等80万円以下

保険料基準額に対する割合

第１段階 0.5 → 0.45

※公費負担割合

国1/2、都道府県1/4

市町村1/4

保険料基準額に対する割合

第１段階 0.45 → 0.3

第２段階 0.75 → 0.5

第３段階 0.75 → 0.7

0.45

0.9

第7
段階

第8
段階

第7段階

市町村民税課税
かつ合計所得金
額120万円以上
200万円未満

第8段階

市町村民税課税
かつ合計所得金
額200万円以上
300万円未満

1.3

1.7

※具体的軽減幅は各割合の範囲内で市町村が条例で規定

①一部実施（平成２７年４月）
市町村民税非課税世帯のうち 特に所得の低い者を対象
（65歳以上の約２割）

②完全実施
市町村民税非課税世帯全体を対象として完全実施（６５歳以上の約３割）

630万人 250万人 240万人
※被保険者数は平成27年度介護保険事業状況報告

530万人 430万人 440万人 390万人 240万人 240万人

5,869円／月

（第７期(H30～H32)

の全国平均額）

①

②

②
②

介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化
平成30年度予算額

246億円（公費）

1
1


